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資料調査 既存資料調査 井戸検層 

 
不許可 許可 

温泉掘削許可申請（法第３条） 
（以降、適宜各都道府県の定める現地確認を要する） 

 

 

温泉掘削工事着手届出 

 

温泉分析実施 

可燃性天然
ガスの有無 

一定濃度以下の場合 
（法第 14 条の 5） 

公共の浴用等の場合について温泉利用許可取得（法第 15 条） 

温泉掲示届出申請（法第 18 条） 

 

温泉開発計画 

温泉利用開始 

温泉の採取の事業の廃止の計画 

法第 14条の 2の許可を受けた井戸 

工事計画の策定 

都道府県に確認 

問題有 

問題無 

作業区画の確保 

（必要に応じて BOP 等を設置） 

温泉湧出及びガス発

生の有無の確認 

 

ガス発生や温泉
湧出の停止措置 

有 

孔口の原状回復 

工事後土壌ガス調査 

温泉採取事業廃止届の提出 

問題なし 

問題有 

埋戻し工事実施 

報告書作成 

工事結果判断 

無 

セメントプラグの

密封状態の確認 

問題無 

問題有 

※必要に応じて都道府県

による報告徴収，立入調査 

※適宜、他法令等に準じた
対策等を実施すること。 

温泉掘削工事完了届又は温泉掘削工事廃止届出等 

（法第８条） 

 

温泉に該当 温泉に該当せず 

必要に応じて動力の装置申請（法第 11 条） 

 

ガスセパレータ設置等 

 

温泉採取許可申請 

 

 

許可 

安全性及び環境汚染の防止
等のため埋戻しが望ましい 

 

法第 14条の 5の確認を受けた井戸 

必要に応じて将来にわたり現地確認 

※適宜、都道府県に相談
する 

一定濃度の場合 
（法第 14 条の 2） 

許可 不許可 

温泉事業の廃止の決定 

(利用の停止等も含む) 

速やかに都道府県に相談 

必要に応じて都道府県による報告徴収 

立入調査（法 34 条，35 条） 

※本結果及び土壌ガスの

状況を適宜都道府県に報

告する 

工事前土壌ガス調査 

異常有 

異常無 

都道府県による現地確認 

不許可 

※適宜、他法令等に準じた
対策等を実施すること。 

可燃性天然ガス濃度 

確認申請 

 

 

※本フローは手続の一例を示したものであり、実際の手続にあたっては都道府県に確認すること。 

※温泉事業の廃止は旅館業法等を通じて把握することも可能である。 

※温泉開発にあたっては、将来的な埋め戻し措置を想定して作井することで災害防止及びトータルの費用を抑えることが可能となる。 

【温泉開発から温泉事業の廃止決定までのフロー】 【温泉井戸の埋戻しに関するフロー】 


